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研究成果の概要（和文）： 中国は高度成長を続け，世界第二の経済大国となった一方で，巨大な所得格差が存続し，
住民のデモや少数民族の暴動も頻発し，社会が不安定な状態にある。また，安い労働力で支えられた高度成長は，急速
な賃金上昇と労働不足でブレーキがかかり始めている。これらの問題は，国際経済，特に日本経済にも大きな影響を与
え始めている。こうした問題は，労働移動に関するルイスの転換点，所得分配に関するクズネッツの転換点と密接な関
係をもち，経済転換期における典型的な現象としてとらえられる。本研究は，中国で実施されたパネル調査のミクロデ
ータに基づいて二つの転換点を検討し，転換点の中国経済への意義と国際経済への影響を分析する。

研究成果の概要（英文）：As China experienced a high-growth and became the second largest economy in the 
world, the continually increasing income gap caused some social and political problems such as frequent 
demonstrations of citizens and riots of ethnic minority residents, which led the society into an unstable 
state. In addition, high growth that has been supported by cheap labor has begun to slowdown and surface 
problems of the labor shortage and the rapid wage rise. These problems began to have a major impact on 
international economy, in particular, the Japanese economy. All the above issues are related to the Lewis 
turning point and the income Kuznets turning point related to income distribution, and are regarded as a 
typical phenomenon of transition economy. This project will examine the Lewisian turning point and the 
Kuznets turning point based on panel surveys and micro data of China and other countries, and analyze 
their significance and impact on the Chinese economy as well as the world economy.

研究分野： 開発経済
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１． 研究開始当初の背景 

中国は高度成長を続け，2010 年に世界第
二の経済大国となった一方で，巨大な所得格
差が存続し，住民のデモや少数民族の暴動も
頻発し，社会が不安定な状態にある。また，
安い労働力で支えられた高度成長は，急速な
賃金上昇と労働不足でブレーキがかかり始
めている。さらに，これらの問題は，国際経
済，特に中国経済への依存度が高い日本経済
にも大きな影響を与え始めているともいわ
れる。こうした問題は，労働移動に関するル
イスの転換点，所得分配に関するクズネッツ
の転換点と密接な関係をもち，経済転換期に
おける典型的な現象としてとらえられる。 

 

２． 研究の目的 

まず，中国等の国で家計調査を実施，およ
びパネルデータを収集し，労働自動・所得格
差研究のデータベースを構築する。 

また，収集したミクロデータに基づいて労
働移動のルイス転換点，所得分配のクズネッ
ツ転換点および環境クズネッツ曲線の転換
点を検証する。さらに，ほかの国と比較し，
中国の転換点の特徴を分析する。 

最後に，転換点の中国経済への意義および
国際経済への影響を分析する。 

  

３． 研究の方法 

（１）本研究は主に中国で家計調査，労働
調査を実施し，実証分析を行う。 

（２）労働移動のルイスモデルを利用し，
中国において転換点を通過しているかどう
かを検証する。 

（３）ルイスの転換点に加え，所得のクズ
ネッツ転換点，環境クズネッツ転換点との関
係を検討し，転換点の中国経済に対する意味，
および世界経済への影響を分析する。 

詳しくは以下の通りである。 

23 年度：研究実施計画のとおり，CHIP 2007，
2008 のデータを入手し，分担者に配布した。
各自は担当する課題に取り組んだ。 

24 年度：中国都市労働市場調査（China 

Urban Labor Market Survey, CULS）データを入
手するとともに，補完分析と国際比較研究の
ため，インド，タイ，シンガポール，インド
ネシアなどの家計調査・家庭消費調査のデー
タを入手し，研究論文の作成を始めた。 

25 年度：米国 Levy Institute of Economics，
一橋大学経済研究所との合同ワークショッ
プ，同志社大学での研究会を開催し，入手し
た中国の最新パネル調査結果に基づき，ルイ
ス及びクズネッツの転換点の分析を行った。
また，OECD 諸国では経済成長と所得平など
化を両立させるために教育政策などが重要
であること，中国で拡大する所得格差に対処
するには農村・都市間の労働移動の円滑化が
必要であること，インドでは出稼ぎ労働者が
都市労働者より高い所得を得ており，両者の
教育水準がその差を説明することを指摘し
た。タイ経済はクズネッツの逆Ｕ字曲線の後

半部に位置しており，標準的なルイスモデル
では説明が困難であること，インドネシアの
稲作農業における労働限界生産物と所得格
差指標の関係から余剰労働が消滅した地域
において所得格差は改善すること，中国の農
家世帯主が所得改善のために賃金労働に従
事しないのは就労意欲の低さに起因するこ
とも指摘した。これらの研究成果を Singapore 

Economic Review に投稿し，2014 年 3 月の特
集号に掲載された。 

26 年度：世界銀行ワシントン DC 本部にお
いて「Measuring Global Poverty and Income 

Inequality Workshop」と題したワークショップ
を開催し，研究分担者と新たに加えた研究協
力者が参加して最新の研究成果を披露した。
中でも，世界銀行の Shaohua Chen らの専門家
が，貧困尺度に関する最新のデータ利用法を
紹介するとともに，今まで利用されてきた絶
対貧困尺度の問題点を検討し，相対貧困と所
得格差に関する新たな接近法を提案した。ま
た，メリーランド大学の Klaus Hubacek らは
所得と環境の不平などの関係について研究
報告した。Thomas Masterson はリーマンショ
ック後のアメリカ社会における所得格差の
最新動向を分析した。同時に，中国の CHIP

などの最新データに基づく所得格差と労働
移動の関係，インドネシアにおける余剰労働
の消滅と所得分布の変化の関係，出稼ぎと地
元賃金労働への就業が中国の作物生産に及
ぼす効果の違いなどについて，分析結果が報
告された。さらに，薛・厳・本台が執筆した
論文は南亮進らが編集した『中国経済の転換
点』に収録され，所得格差と労働移動・貧困・
労働市場の健全化との関係を分析し，労働移
動の要因を検証したうえで，転換点の達成に
必要な条件を提示した。さらに，薛らは英誌
China Economic Review に発表した論文で，
CULS 調査 2005－2010 のデータを利用し，出
稼ぎ労働者を代表とする非正規労働者と都
市戸籍を持つ都市労働者の賃金格差を推計
し，その差は都市部の所得格差の主な原因で
あることを指摘した。厳らが『アジア経済』
に発表した論文では，CHIP1988-2002 の個票
データを用い，戸籍差別は都市・農村間の教
育格差の起因となることを明らかにした。 

27 年度：新たに入手した CHIP2008, 2009, 

2010 のデータを利用し，転換点の分析を中心
に研究を進んだ。中でも，厳は『アジア経済』
の掲載論文で CHIP データを用いて中国にお
ける労働市場の構造変化を検証し，人的資本
や政治的資本が収入に及ぼす影響の有無・強
弱・経時的変化の傾向について計量分析を行
い，中国の労働市場の統合が全国で進行して
いることを示唆した。本台はインドネシアを
対象に，ルイスの定義する転換点通過後に，
労働不足のために賃金率が平均労働生産性
より速く上昇し，労働分配率が上昇し始める
ことを実証した。戴は CHIP 及び統計局のパ
ネルデータを用いて，中国の国家発展戦略の
実施に伴う地域発展戦略の変化が地域間所



得格差に与える影響を分析した。園田はルイ
ス転換点の検証において農家の労働の生産
弾力性を推定する方法を採用し，CHIP デー
タに適用して労働の生産弾力性の区間推定
を行った。薛と Hubacek らは所得格差の観点
から気候変動の問題を分析し，共著論文
“Income Inequality and Carbon Inequality”を
英紙に投稿した。また，薛と羅は CHIP デー
タに基づいて中国における都市の行政レベ
ル（直轄市・省・市・県）の区別によって地
域格差と住民間の所得格差は格差全体に対
して大きく寄与していることを指摘した。 

 

４． 研究成果 

研究期間内に以下のことを明らかにした。 

まず，労働移動のルイス転換点を考察した。
パネルデータにもとづき，ルイスの転換点と
クズネッツの転換点の判断基準となる重要
な変数（労働の限界生産物価値，農村過剰労
働力，ジニ係数など）を計測するための理論
的，実証的手法を考察し，二つの転換点の通
過を検討した。その結果として，中国は労働
移動のルイス転換点に接近しているという
結論を得た。 

次に，所得分配のクズネッツ曲線及びジニ
係数の上昇から低下までの転換点を検証し
た。薛・厳・園田らはミクロデータ（世帯内
の家族関係，個人の教育年数・年齢・性別・
就業状況など）を活用して，二つの転換点の
関係と通過条件について，独自の見解を提示
した。中でも，薛・高の論文では，中国都市
部における非正規労働と賃金格差の関係を
分析し，出稼ぎ労働者を中心とする非正規労
働者と正規労働者との賃金格差は都市所得
格差の要因であることを指摘した。また，
薛・曲の共同論文では，教育の格差は中国都
市部の所得格差に 40％寄与し，所得格差の最
大要因であると指摘した。さらに，研究協力
者の李実は，中国がすでに所得のクズネッツ
曲線の頂点を通過したと主張している。 

第三に，経済転換期における中所得の罠の
一つである環境問題を研究し，環境クズネッ
ツ曲線の転換点を検証し，中国はこの転換点
を超えているが，カーボンクズネッツ転換点
にはまだ遠いという結論を得た。 

第四に，転換点の実証結果を他のアジア諸
国の結果と比較し，転換点に関する見解の妥
当性，中国の転換点の特色を明らかにした。 

詳しくは以下の通りである。 

（1）データベースを構築した。本研究を通
じて，以下のデータを入手し，労働移動・所
得分配・環境問題・気候変動等のデータベー
スの構築ができた。 

 CHIP データ(CASS and Beijing Normal 

University)：1988，1999，2002，2007，
2008，2009，2010，2013 

 CULS データ(Institute of Population and 

Labor Economics, CASS)：2000，2005 

 RUMIC（Rural-urban Migrant Survey in 

China and Indonesia, ANU）データ：2008，

2009, 2010. 

 中国家庭消費調査データ（中国統計
局）：2004，2005，2006，2007. 

 国民消費調査データ（（日本, 総務省統計
局）：2008～2010 

 タイ家計 調査 (Thailand Development 

Research Institute, TDRI)：2000～2013. 

 インド家計調査・消費調査データ
(National Sample Survey, Statistics Bureau 

of India)：1990－2012. 

 貧困・所得格差データベース（The World 

Bank），104 カ国。 

 OECD 諸国貧困・所得格差データベース
（OECD）。 

これらのデータは独自の調査データある
いは研究協力者・政府統計局による得られた
ものであり，貴重なデータであるので，分析
結果を出すこと自体が学術的に大きな特色
をもち，独創的な結果を生む素地を有してい
る。今後もこの研究を続けたいと思う。 

（2）中国における三つの転換点への到達の
考察を行った。本研究の協力者である蔡昉に
よると，中国では労働賃金の上昇と一部地域
の労働不足問題が顕著になったことから，す
でにルイスの転換点を通過したと指摘した。
他方，南は転換点を通過しようとしている段
階にあると指摘する。また，薛・羅・李実は
共同論文で「中国の所得格差は 1988 年以後
悪化しつつある」と指摘した，2015 年に，李
実は最新のデータに基づいて，中国の所得ジ
ニ係数は上昇過程から低下過程に転じてい
ると主張している。さらに，薛は『低炭素の
経済学』において，中国は 2005 年から環境
クズネッツ転換点を通過したが，炭素排出の
カーボンクズネッツ転換点はまだ遠いと指
摘している。また，低炭素の雁行形態発展の
モデルの構築も試みた。 

（3）他のアジア諸国との比較研究を行った。
これらの比較は，薛進軍編著の Growth with 

Inequality, および南亮進ら編著の『中国経済
の転換点』に集約されている。 

（4）世界経済への影響の分析を行った。中
国の所得格差と三つの転換点が中国経済と
世界経済に与える影響について，薛・南らは
「所得格差は経済の不平など問題から社会
の不平度・政治の不平度・教育の不平度・機
会の不平度など範囲の広い不平度問題まで
発展してしまい，大きな不安定要因として今
後の中国経済・政治・社会発展への影響を及
ぼし始めている」と指摘している。また，薛
は，その影響は少数民族の暴動や市民のデモ
や都市犯罪の急増などの社会混乱から，外資
企業の労使関係，周辺国との紛争へと蔓延す
るのではないかと懸念している。 

（5）政策提案を行った。研究分担者・協力
者は各自の研究に基づいて政策提案をした。
例えば，薛らは中国政府に「教育の平など化」，
「非正規雇用の正規化」，「環境問題の解決」，
「低炭素経済の推進」などを提案している。
李実らは中国の所得分配改革に参加し，累進



所得税の導入や低所得者への支援，蔡昉は戸
籍制度の廃止と農民工の都市部への融合を
転換点後の労働力不足問題への対策と提案
した。それらの提案は中国政府の政策に反映
されている。 

（5）国際的影響 

（ a）英語で Growth with Inequality –An 

International Comparison of Income Distribution，
中国語で『不平等的成長―所得分配的国際比
較』，日本語で『中国経済の転換点』，英語版
Lewisian Turning Point in the Chinese Economy: 

Comparison with East Asian Countries ，
Low-carbon Economics  等，十数冊の本を出
版した。また， China Economic Review, 

Singapore Economic Review および『アジア経
済』，『中国人口科学』，『管理世界』，『社会経
済体制比較』等の学術誌に 30 本以上の論文
を発表した。一部の観点は The Economist, 

China Daily, 人民日報等に報道され，学者だ
けでなく，政府関係者にも反響を呼んだ。 

(b) アジア政治経済学会，東アジア経済学
会，中国経済経営学会，国際産業連表関学会，
国連気候変会議（COP18,19）等の会議場で 20

回以上の研究報告・基調講演を行った。また，
世界銀行本部，欧州経済研究センター，清華
大学，対外経済貿易大学，名古屋大学，一橋
大学，JETRO-IDE 等で 15 回以上の国際会議・
ワークショップを主催し，多くの研究者，産
業界・政府関係者および一般市民の参加を得
て，学術的社会的貢献を果たした。 

(c)名古屋大学経済学研究科で課程設定型
ワークショップを５年間連続で開催し，本研
究の成果を教員・学生に紹介した。また，本
課題を通じて出版された本を教科書・参考書
として使い，研究の教育への還元を実現した。
さらに，厳善平は NHK クローズアップ現代
（2016 年 1 月 26 日放送）に出演「中国少子
高齢化のジレンマ」を語り，本研究の社会的
影響を広かった。 

5 年間で取り組んできた国際共同研究の最
終的な成果をまとめるため，2015 年 10 月に
名古屋大学において国際シンポジウムとワ
ークショップを共催し，中国経済の台頭とそ
の日本経済への影響，中国における所得格差，
労働賃金上昇，中国企業の海外進出及びアジ
ア地域の産業構造転換及び環境保全につい
て報告を行い，約 190 人が参加した。 

上述の研究を通して，当初企画された研究
課題を多面的に分析し，ほぼ予定通り研究成
果を上げることができた。今後は，こうした
研究成果を英語の学術書で編集・出版し，研
究成果に基づいた政策提案を中国政府や国
際機関に行う予定である。 
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